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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　７ｇ／デニール以上のテナシティと１５０ｇ／デニール以上の引張モジュラスを有する
１種以上のポリオレフィン繊維と、１種以上の低クリープ性強化用繊維とを含む、撚り合
わせた低クリープ性ヤーンであって、前記１種以上のポリオレフィン繊維と前記１種以上
の低クリープ性強化用繊維とが、前記１種以上のポリオレフィン繊維の１インチ当たり少
なくとも０．５撚りの前記１種以上の低クリープ性強化用繊維という撚り比で一緒に撚り
合わされており、かつ、前記１種以上の低クリープ性強化用繊維の各々が、ＡＳＴＭ　Ｄ
６９９２試験法による測定では、該繊維の極限引張強さの５０％に等しい応力を室温で２
００時間かけたときに３．０％以下の伸び率を有する、前記撚り合わせた低クリープ性ヤ
ーン。
【請求項２】
　前記１種以上の低クリープ性強化用繊維が炭素繊維を含む、請求項１に記載の撚り合わ
せた低クリープ性ヤーン。
【請求項３】
　低クリープ性強化用繊維は、前記１種以上のポリオレフィン繊維の１インチ当たり０．
５撚り～３撚りの前記１種以上の低クリープ性強化用繊維という撚り比でポリオレフィン
繊維と撚り合わされている、請求項１に記載の撚り合わせた低クリープ性ヤーン。
【請求項４】
　前記ヤーンが、前記ヤーンの重量を基準として１０重量％～４５重量％の低クリープ性
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強化用繊維を含有する、請求項１に記載の撚り合わせた低クリープ性ヤーン。
【請求項５】
　複数の撚り合わせた低クリープ性ヤーンから作製される織布または不織布物品であって
、前記ヤーンが、７ｇ／デニール以上のテナシティと１５０ｇ／デニール以上の引張モジ
ュラスを有する１種以上のポリオレフィン繊維と、１種以上の低クリープ性強化用繊維と
を含み、前記１種以上のポリオレフィン繊維と前記１種以上の低クリープ性強化用繊維と
が、前記１種以上のポリオレフィン繊維の１インチ当たり少なくとも０．５撚りの前記１
種以上の低クリープ性強化用繊維という撚り比で一緒に撚り合わされており、かつ、前記
１種以上の低クリープ性強化用繊維の各々は、ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２試験法による測定で
は、該繊維の極限引張強さの５０％に等しい応力を室温で２００時間かけたときに３．０
％以下の伸び率を有する前記物品。
【請求項６】
　ａ）７ｇ／デニール以上のテナシティと１５０ｇ／デニール以上の引張モジュラス
を有する１種以上のポリオレフィン繊維を供給すること；
　ｂ）１種以上の低クリープ性強化用繊維を供給すること、ここで前記１種以上の低クリ
ープ性強化用繊維の各々は、ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２試験法による測定では、該繊維の極限
引張強さの５０％に等しい応力を室温で２００時間かけたときに３．０％以下の伸び率を
有する；および
　ｃ）前記ポリオレフィン繊維と前記低クリープ性強化用繊維とを、前記１種以上のポリ
オレフィン繊維の１インチ当たり少なくとも０．５撚りの前記１種以上の低クリープ性強
化用繊維という撚り比で一緒に撚り合わせること；
を含む、撚り合わせた低クリープ性ヤーンの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、クリープ傾向を緩和したハイブリッド繊維構造物に関する。さらに詳細には
、本発明は、１種以上の高強度ポリオレフィン繊維と１種以上の低クリープ性強化用繊維
とを一緒に撚ることによって作製される撚り合わせた低クリープ性ヤーンに関する。
【背景技術】
【０００２】
　厳しい要求が課される環境下で使用される複合物の用途（スポーツ用品、航空機部品、
およびコンベヤーベルト等）のために、そしてパイプ、ホース、および他の導管等の高圧
管状構造物を作製するために、軽量で高強度の繊維強化材を使用することが好ましい。高
性能熱可塑性繊維（例えばポリオレフィン繊維）は、極めて高い強度対重量性能比を有す
ることから、これらの複合構造物を作製する上で優れた材料である。例えば米国特許第４
，６０８，２２０号は、航空機部品の製造に使用される繊維強化繊維複合物を開示してい
る。例えば米国特許第６，８０４，９４２号は、強化用布帛ストリップを巻き付けたポリ
マーチューブから作製される複合管状アセンブリを開示している。このような高圧管状構
造物は、厳しい条件下（気体や液体の移送によって引き起こされる化学的・機械的な影響
に耐えなければならない）で機能するように設計されている。
【０００３】
　高性能熱可塑性繊維も、優れた弾道抵抗性または切断抵抗性を有する物品を作製するの
に有用であることが知られている。例えば米国特許第６，９７９，６６０号は、撚りを解
いたポリエチレンヤーンから作製される防護用布帛を開示している。米国特許第４，８８
６，６９１号には切断抵抗性物品が開示されているが、該物品中、切断抵抗性のより低い
部材が切断抵抗性のより高いジャケット材料によって取り囲まれている。この切断抵抗性
ジャケット材料は、撚っていない縦方向ポリオレフィン繊維ストランド（第２の繊維が巻
き付けられている）を含むヤーンから作製することができる。したがって繊維複合物は、
多様な産業において様々な用途で使用されている。
【０００４】
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　特定の種類のポリマー繊維が特定のメリットを有することが知られているが、特定のデ
メリットを有することも知られている。例えば、ポリオレフィン繊維は、優れた強度対重
量性能比を有することが知られているが、アラミド繊維や炭素繊維と比較して長期クリー
プを受けやすい、ということが見出されている。時間の経過による長期クリープの影響が
繊維の破損を引き起こすことがあり、また繊維物品の一体性を損なうことがある。幾つか
の用途（例えば、高圧パイプや高圧ホース）においては、複合物の一体性における妥協が
、潜在的に消費者に対して、そして周辺のインフラや環境に対して重大な危害を引き起こ
す可能性がある。それにもかかわらず、ポリオレフィン繊維が有する魅力的な強度対重量
特性により、ポリオレフィン繊維は、こうした要求の厳しい用途に対して極めて望ましい
材料となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第４，６０８，２２０号
【特許文献２】米国特許第６，８０４，９４２号
【特許文献３】米国特許第６，９７９，６６０号
【特許文献４】米国特許第４，８８６，６９１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　したがって、当業界では、高強度のポリオレフィン繊維を使用して作製され、クリープ
傾向を低減させた高性能の複合材料構造物が求められている。本発明は、こうした要求に
対する解決策を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、約７ｇ／デニール以上のテナシティと約１５０ｇ／デニール以上の引張モジ
ュラスを有する１種以上のポリオレフィン繊維と、１種以上の低クリープ性強化用繊維と
の撚り合わせた組み合わせ物(a twisted combination)を含み、前記１種以上の低クリー
プ性強化用繊維が、該繊維の極限引張強さの５０％に等しい応力を室温で２００時間受け
たときに約３．０％以下の伸び率を有する（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２試験法に従って測定）
撚り合わせた低クリープ性ヤーンを提供する。
【０００８】
　本発明はさらに、複数の撚り合わせた低クリープ性ヤーンから作製され、前記ヤーンが
、約７ｇ／デニール以上のテナシティと約１５０ｇ／デニール以上の引張モジュラスを有
する１種以上のポリオレフィン繊維と、１種以上の低クリープ性強化用繊維との撚り合わ
せた組み合わせ物を含み、前記１種以上の低クリープ性強化用繊維が、該繊維の極限引張
強さの５０％に等しい応力を室温で２００時間受けたときに約３．０％以下の伸び率を有
する（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２試験法に従って測定）物品を提供する。
【０００９】
　本発明はさらに、
　ａ）約７ｇ／デニール以上のテナシティと約１５０ｇ／デニール以上の引張モジュラス
を有する１種以上のポリオレフィン繊維を供給すること；
　ｂ）１種以上の低クリープ性強化用繊維を供給すること、ここで前記１種以上の低クリ
ープ性強化用繊維は、該繊維の極限引張強さの５０％に等しい応力を室温で２００時間受
けたときに約３．０％以下の伸び率を有する（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２試験法に従って測定
）；および
　ｃ）前記ポリオレフィン繊維と前記低クリープ性強化用繊維とを、前記１種以上のポリ
オレフィン繊維の１インチ当たり少なくとも約０．５撚りの前記１種以上の低クリープ性
強化用繊維という撚り比で一緒に撚り合わせること；
を含む、撚り合わせた低クリープ性ヤーンの製造方法を提供する。
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【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の撚り合わせたハイブリッドヤーンの模式的な斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明は、ハイブリッドヤーンから作製される複合物におけるクリープを緩和するハイ
ブリットヤーン構造物を提供する。図１に示すように、ハイブリッドヤーン１０は、１種
以上のポリオレフィン繊維１２と１種以上の低クリープ性強化用繊維１４との撚り合わせ
た組み合わせ物である。
【００１２】
　本明細書中の「繊維」は、幅と厚さの横断寸法よりかなり大きい長さ寸法を有する細長
い物体である。本発明において使用するための繊維の断面は広い範囲を変動し得る。繊維
の断面は、円形であっても、平形であっても、あるいは長円形であってもよい。したがっ
て、「繊維」という用語は、規則的もしくは不規則な断面を有するフィラメント、リボン
、およびストリップ等を含む。繊維の断面はさらに、繊維の直線軸または縦軸から突き出
ている規則的もしくは不規則な１つ以上のローブを有する、規則的もしくは不規則なマル
チローブ断面（ｍｕｌｔｉ－ｌｏｂａｌ　ｃｒｏｓｓ－ｓｅｃｔｉｏｎ）であってもよい
。繊維は、単一のローブを有していて、実質的に円形の断面を有するのが好ましい。本明
細書中の「ヤーン」は、複数の繊維またはフィラメントからなるストランドである。
【００１３】
　ポリオレフィン繊維１２と低クリープ性強化用繊維１４は、高強度で高引張モジュラス
の繊維であるのが好ましい。本明細書中の「高強度で高引張モジュラスの繊維」は、少な
くとも約７ｇ／デニール以上の好ましいテナシティ、少なくとも約１５０ｇ／デニール以
上の好ましい引張モジュラス、および少なくとも約８Ｊ／ｇ以上の好ましい破断エネルギ
ー（いずれもＡＳＴＭ　Ｄ２２５６に従って測定）を有する繊維である。本明細書中の「
デニール」は線密度の単位を表わしており、繊維もしくはヤーンの９０００メートル当た
りの質量（ｇ）に等しい。本発明のより好ましい実施態様においては、ポリオレフィン繊
維のテナシティは約１５ｇ／デニール以上であり、好ましくは約２０ｇ／デニール以上で
あり、さらに好ましくは約２５ｇ／デニール以上であり、そして最も好ましくは約３０ｇ
／デニール以上である。本発明のポリオレフィン繊維はさらに、約３００ｇ／デニール以
上の引張モジュラスを有するのが好ましく、約４００ｇ／デニール以上の引張モジュラス
を有するのがさらに好ましく、約５００ｇ／デニール以上の引張モジュラスを有するのが
さらに好ましく、約１，０００ｇ／デニール以上の引張モジュラスを有するのがさらに好
ましく、そして約１，５００ｇ／デニール以上の引張モジュラスを有するのが最も好まし
い。本発明のポリオレフィン繊維はさらに、約１５Ｊ／ｇ以上の破断エネルギーを有する
のが好ましく、約２５Ｊ／ｇ以上の破断エネルギーを有するのがさらに好ましく、約３０
Ｊ／ｇ以上の破断エネルギーを有するのがさらに好ましく、そして約４０Ｊ／ｇ以上の破
断エネルギーを有するのが最も好ましい。ポリオレフィン繊維は、任意の適切なデニール
を有してよく、例えば５０～約３０００デニールであるのが好ましく、約２００～３００
０デニールであるのがさらに好ましく、約６５０～２０００デニールであるのがさらに好
ましく、そして約８００～１５００デニールであるのが最も好ましい。
【００１４】
　本明細書中の「テナシティ」とは、応力を受けていない試験片の単位線密度（デニール
）当たりの力（ｇ）として表示される引張応力を表わしている。繊維の「初期モジュラス
」は、繊維の耐変形性を表わす材料特性である。「引張モジュラス」とは、テナシティ［
１デニール当たりの重量グラムとして表示（ｇ／ｄ）］の変化量と、ひずみ［初期繊維長
のフラクションとして表示（ｉｎ／ｉｎ）（ｃｍ／ｃｍ）］の変化量との比を表わしてい
る。
【００１５】
　特に適した高強度・高引張モジュラスのポリオレフィン繊維材料は、高密度ポリエチレ
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ンと低密度ポリエチレンを含む。特に好ましいのは、高度に配向した高分子量ポリエチレ
ン繊維（特に超高分子量ポリエチレン繊維）やポリプロピレン繊維（特に超高分子量ポリ
プロピレン繊維）等の伸び切り鎖ポリオレフィン繊維である。これらの種類の繊維は、当
業界においてよく知られている。最も好ましい伸び切り鎖ポリエチレン繊維は、少なくと
も５０万の分子量を有し、好ましくは少なくとも１００万の分子量を有し、さらに好まし
くは２００万～５００万の分子量を有する。本発明において使用するための特に好ましい
種類の繊維は、スペクトラ（ＳＰＥＣＴＲＡ）（登録商標）の商標で市販されていて、ニ
ュージャージー州モリスタウンのハネウェルインターナショナル社によって製造されてい
るポリエチレン繊維である。スペクトラ高性能ポリエチレン繊維は、水上に浮かぶほどに
十分に軽量でありつつ、強度がスチールより１５倍高く、強度がケブラー（ＫＥＶＬＡＲ
）（登録商標）より４０％高い。スペクトラ繊維は当業界においてよく知られており、例
えば、米国特許第４，６２３，５４７号と第４，７４８，０６４号に説明されている。最
も好ましいスペクトラ繊維はスペクトラ１０００（１３００デニール）繊維である。
【００１６】
　米国特許第４，４１３，１１０号、同第４，４４０，７１１号、同第４，５３５，０２
７号、同第４，４５７，９８５号、同第４，６２３，５４７号、同第４，６５０，７１０
号、および同第４，７４８，０６４号は、本発明において使用される好ましい高強度伸び
切り鎖ポリエチレン繊維の作製を一般的に説明している。米国特許第４，１３７，３９４
号と同第４，３５６，１３８号（これら特許の開示内容を参照により本明細書中に援用す
る）は、伸び切り鎖ポリエチレン（ＥＣＰＥ）繊維を、溶液紡糸法によってどのようにし
て成長させることができるか、を説明している。米国特許第４，５５１，２９６号と同第
５，００６，３９０号（これら特許の開示内容を参照により本明細書中に援用する）は、
ゲル構造物を得るために、ＥＣＰＥ繊維を溶液からどのようにして紡糸することができる
か、を説明している。
【００１７】
　従来から知られているように、「クリープ」は、材料が連続的な荷重を受けたときに時
間の経過により生じる、材料の長期縦方向変形である。繊維、ヤーン、または布帛のクリ
ープ傾向は、例えば、ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２の段階的等温試験法（ＳＩＭ）によって測定
することができる。ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２によれば、ＳＩＭは、荷重を受けた状態で試験
される単一試験片のクリープ応答を加速するために温度段階と滞留時間を使用する曝露方
法である。本明細書中の「低クリープ性」強化用繊維は、該繊維の極限引張強さ（ＵＴＳ
）の５０％に等しい応力を室温で２００時間受けたときに約３．０％以下の、さらに好ま
しくは約２．０％以下の、さらに好ましくは約１．０％以下の、そして最も好ましくは約
０．５％以下の伸び率を示す繊維を含むのが好ましい。繊維のＵＴＳは、該繊維が破断の
前に耐えることのできる最大荷重である。本発明において使用するための適切な低クリー
プ性強化用繊維としては、炭素繊維、ガラス繊維、アラミド（芳香族ポリアミド）繊維（
特にパラ－アラミド繊維）、ポリエステル繊維（例えば、ポリエチレンテレフタレート繊
維やポリエチレンナフタレート繊維）、およびこれらの組み合わせ物がある。これらの繊
維タイプのそれぞれ、およびそれぞれの繊維の製造方法はよく知られている。炭素繊維は
、例えば、日本のクレハ・コーポレーション（Ｋｕｒｅｈａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）
からクレカ（ＫＲＥＣＡ）（登録商標）の商標で市販されており；ニュージャージー州ウ
ェストパターソンのサイテック・インダストリーズ社（ＣＹＴＥＣ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ
ｓ　Ｉｎｃ．）からトーネル（ＴＨＯＲＮＥＬ）（登録商標）の商標で市販されており；
そして日本の東京の日本カーボン（株）から市販されている。炭素繊維は、ポリアクリロ
ニトリル（ＰＡＮ）系繊維に対する標準的な方法によって紡糸される。最初にポリアクリ
ロニトリルを溶融紡糸して繊維とし、次いでこの繊維を熱分解して黒鉛炭素繊維にする。
黒鉛炭素繊維の特定の製造方法が、例えば、米国特許第４，１１５，５２７号、同第４，
１９７，２８３号、同第４，３５６，１５８号、および同第４，９１３，８８９号（これ
ら特許の開示内容を参照により本明細書中に援用する）に記載されている。炭素繊維は、
約１３７ＧＰａ～約８２７ＧＰａの引張モジュラスを有するのが好ましく、約１５８ＧＰ
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ａ～約５１７ＧＰａの引張モジュラスを有することがより一層好ましく、約２０６ＧＰａ
～約２７６ＧＰａの引張モジュラスを有するのが最も好ましい。
【００１８】
　ガラス繊維は、例えば、ペンシルベニア州ピッツバーグのＰＰＧインダストリーズ社、
および日本の日本電気硝子（株）から市販されている。例えば、米国特許第４，０１５，
９９４号、同第４，１４０，５３３号、同第４，７６２，８０９号、同第５，０６４，７
８５号、同第５，２５８，２２７号、同第５，２８４，８０７号、同第６，１３９，９５
８号、同第６，８９０，６５０号、および同第６，９４９，２８９号など（これら特許の
開示内容を参照により本明細書中に援用する）を参照。ガラス繊維は、約６０ＧＰａ～約
９０ＧＰａの引張モジュラスを有するのが好ましい。ポリエステル繊維は、バージニア州
リッチモンドのパフォーマンス・ファイバーズ社（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｆｉｂｅｒ
ｓ）から商業的に入手可能である。例えば、米国特許第５，２７７，８５８号、同第５，
３９７，５２７号、同第５，４０３，６５９号、同第５，６３０，９７６号、同第６，４
０３，００６号、同第６，６４９，２６３号、および同第６，８２８，０２１号（これら
特許の開示内容を参照により本明細書中に援用する）を参照。ポリエステル繊維は、約２
ｇ／デニール～約１０ｇ／デニールの引張モジュラスを有するのが好ましく、約３ｇ／デ
ニール～約９ｇ／デニールの引張モジュラスを有するのがさらに好ましく、約５ｇ／デニ
ール～約８ｇ／デニールの引張モジュラスを有するのが最も好ましい。
【００１９】
　アラミド繊維は商業的に入手可能であり、例えば米国特許第３，６７１，５４２号に説
明されている。例えば、有用なポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）フィラメントが
、デュポン社からケブラー（ＫＥＶＬＡＲ）（登録商標）の商標で商業的に製造されてい
る。さらに、本発明を実施する上で有用なのは、デュポン社により商業的に製造されてい
るポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）繊維と帝人（株）によりツワロン（ＴＷＡＲ
ＯＮ）（登録商標）の商標で商業的に製造されている繊維；韓国のコロン・インダストリ
ーズ社（Ｋｏｌｏｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ）によりヘラクロン（ＨＥＲＡＣＲ
ＯＮ）（登録商標）の商標で商業的に製造されているアラミド繊維；ならびに、ロシアの
カメンスクヴォロクノ（Ｋａｍｅｎｓｋ　Ｖｏｌｏｋｎｏ）ＪＳＣにより商業的に製造さ
れているｐ－アラミド繊維であるＳＶＭ（商標）とＲＵＳＡＲ（商標）、およびロシアの
ＪＳＣキムヴォロクノ（Ｃｈｉｍ　Ｖｏｌｏｋｎｏ）により商業的に製造されているｐ－
アラミド繊維であるＡＲＭＯＳ（商標）；である。アラミド繊維は、約６０ＧＰａ～約１
４５ＧＰａの引張モジュラスを有するのが好ましく、約９０ＧＰａ～約１３５ＧＰａの引
張モジュラスを有するのが最も好ましい。
【００２０】
　好ましい実施態様においては、本発明のヤーンは、複数のポリオレフィン繊維で構成さ
れるバンドルおよび／または複数の低クリープ性強化用繊維で構成されるバンドルを含み
、これらのバンドルを撚り合わせて、撚り合わせた低クリープ性ヤーンが作製される。例
えば、好ましい実施態様においては、低クリープ性強化用繊維は、１フィラメント当たり
約３，０００～約１２，０００の個別強化用繊維で構成されるバンドルを含む１つ以上の
トウを含む。当業界において周知のように、繊維バンドルを該繊維バンドルが含む繊維の
数で呼ぶ。例えば、３，０００の繊維を含むバンドルは３Ｋバンドルと呼ばれ、１２，０
００の繊維を含むバンドルは１２Ｋバンドルと呼ばれる。さらに、各バンドルの複数繊維
を一緒に撚り合わせて撚り合わせたバンドルとしてから、２種の異なった繊維を組み合わ
せて撚り合わせたハイブリッドヤーンにすることができる。この撚り合わせにより繊維の
絡み合いが強まり、そしてさらにハイブリッドヤーンの耐クリープ性が高まる。ポリオレ
フィン繊維バンドルと強化用繊維バンドルは、１インチ当たり約一巻きで個別に撚るのが
好ましいが、それより多く撚っても少なくて撚ってもよい。
【００２１】
　繊維を撚り合わせる種々の方法が当業界に知られている。よく知られている撚り合わせ
方法のどれでも（例えばプライイング（ｐｌｙｉｎｇ））使用することができる。有用な
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撚り合わせ方法が、例えば、米国特許第２，９６１，０１０号、同第３，４３４，２７５
号、同第４，１２３，８９３号、および同第７，１２７，８７９号（これらの特許の開示
内容を参照により本明細書中に援用される）に記載されている。撚り合わせたヤーンにお
ける撚りを測定するための標準的な方法はＡＳＴＭ　Ｄ１４２３－０２である。
【００２２】
　本発明の撚り合わせた低クリープ性ヤーンは、低クリープ性強化用繊維をポリオレフィ
ン繊維と、前記１種以上のポリオレフィン繊維１インチ当たり約０．５撚り～約５撚りの
前記１種以上の低クリープ性強化用繊維という撚り比で、さらに好ましくは約０．７５撚
り～約３撚りの撚り比で、そして最も好ましくは約１撚りの撚り比で撚り合わせることに
よって作製される。本発明の最も好ましい実施態様では、低クリープ性ヤーンは、撚り合
わせたヤーンの重量に関して、低クリープ性強化用繊維の含量よりポリオレフィン繊維の
含量のほうが高い。特に、撚り合わせたヤーンおよび撚り合わせたヤーンから作製される
物品は、前記ヤーン／物品の重量を基準として、低クリープ性繊維を約１０重量％～約４
５重量％含有するのが好ましく、低クリープ性繊維を約１５重量％～約３５重量％含有す
るのがさらに好ましく、そして低クリープ性繊維を約１７重量％～約３０重量％含有する
のが最も好ましい。
【００２３】
　本発明のハイブリッドヤーンは、織布または不織布に造り上げることもできるし、ある
いは他の繊維構造物（組みひもや他の構造物を含む）に造り上げることもできる。不織布
を作製する方法は当業界によく知られている〔例えば米国特許第６，６４２，１５９号（
該特許の開示内容を参照により本明細書中に援用する）に記載の方法〕。例えば、本発明
のヤーンは、積み重ねてオーバーラップさせた複数の繊維プライを含む不織布に造り上げ
ることができ、この繊維プライを圧密して単一層のモノリシックエレメントにする。この
タイプの実施態様においては、各プライがオーバーラップしていないヤーンの集成体を含
んでよく、この集成体を、一方向の実質的に平行な配列にて共通の繊維方向に沿って整列
させる。このタイプの繊維配列は、当業界において「ユニテープ」として知られており、
本明細書中では「単一プライ」と呼ぶ。本明細書中の「配列（ａｒｒａｙ）」は、ヤーン
の整然とした配列を表わしており、「平行な配列」は、ヤーンの整然とした平行配列を表
わしている。「層」は、１つ以上のプライを含む、織ったヤーンまたは不織ヤーンの平面
的配列を表わしている。本明細書中の「単一層」構造物は、単一の一体構造物に圧密され
ている１つ又は複数の繊維プライで構成されるモノリシック構造物を表わしている。特に
好ましい不織布構造物においては、複数の繊維プライ（複数のユニテープ）を互いの上に
積み重ね、このときそれぞれの単一プライ（ユニテープ）の平行繊維を、各単一プライの
縦繊維方向に関し、隣接したそれぞれの単一プライの平行繊維に対して直角に（０°／９
０°）に配置する。このような回転した一方向整列が、例えば、米国特許第４，４５７，
９８５号、同第４，７４８，０６４号、同第４，９１６，０００号、同第４，４０３，０
１２号、同第４，６２３，５７３号、および同第４，７３７，４０２号に記載されている
。不織繊維プライのスタックを、加熱・加圧下で圧密して、あるいは個々の繊維プライを
接着させることによって圧密して単一層のモノリシックエレメントを作製する。
【００２４】
　一般的には、複数プライまたは不織繊維プライを圧密するには、ヤーンを結びつけるた
めに、ヤーンまたは個々の繊維を、ポリマーバインダー物質（当業界では「ポリマーマト
リックス」として知られている）でコーティングする必要がある。適切なバインダー物質
が当業界においてよく知られており、熱可塑性物質と熱硬化性物質の両方を含む。「コー
ティングする」という用語は、ポリマーバインダーをヤーン表面もしくは繊維表面に塗布
する方法を限定することを意図していない。したがって、本発明のヤーンにポリマーバイ
ンダーをコーティングすることもできるし、本発明のヤーンにポリマーバインダーを含浸
させることもできるし、本発明のヤーンをポリマーバインダー中に埋め込むこともできる
し、あるいはそうでなければ本発明のヤーンにポリマーバインダーを塗布することもでき
、次いで必要に応じて、マトリックス材料／ヤーンの組み合わせ物を圧密して複合物を作
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製する。圧密は、乾燥、冷却、加熱、加圧、またはこれらの組み合わせにより行うことが
できる。加熱および／または加圧は、必要ではない場合がある。繊維または布帛層は、湿
式積層法の場合のように、接着剤で貼り合わせることができるからである。
【００２５】
　織物布帛は、任意の布帛織り方（例えば、平織り、クローフット織り、バスケット織り
、サテン織り、および綾織り等）を使用して、当業界によく知られている方法にしたがっ
て作製することができる。最も一般的なのは平織りであって、繊維を０°／９０°の配向
で一緒に織る。織る前に、ハイブリッドヤーンもしくはヤーンを構成する繊維に、ポリマ
ーバインダー物質をコーティングしてもよいし、あるいはコーティングしなくてもよい。
【００２６】
　本発明のヤーンから形成される、織物布帛または不織布帛は、低モジュラス熱可塑性物
質と高モジュラス剛性物質を含めた、種々のポリマーバインダー（ポリマーマトリックス
）物質を使用して作製することができる。適切なポリマーバインダー物質としては、約６
，０００ｐｓｉ（４１．３ＭＰａ）未満の初期引張モジュラス；好ましくは約０℃未満の
、さらに好ましくは約－４０℃未満の、そして最も好ましくは約－５０℃未満のガラス転
移温度（Ｔｇ）；ならびに、好ましくは少なくとも約５０％の、さらに好ましくは少なく
とも約１００％の、そして最も好ましくは少なくとも約３００％の破断点伸び；を有する
低モジュラスのエラストマー物質があるが、これに限定されない。適切な高モジュラス剛
性物質は、少なくとも約１×１０６ｐｓｉ（６８９５ＭＰａ）の初期引張モジュラスを有
する（いずれもＡＳＴＭ　Ｄ６３８に従って３７℃にて測定）。このような物質の例が、
例えば米国特許第６，６４２，１５９号（該特許の開示内容を参照により本明細書中に援
用される）に開示されている。本明細書の全体にわたって使用されている「引張モジュラ
ス」とは、繊維に対してはＡＳＴＭ２２５６に従って、そしてポリマーバインダー物質に
対してはＡＳＴＭ　Ｄ６３８に従って測定して得られる弾性率を意味している。ポリマー
バインダーは、種々の方法で本発明のヤーンに塗布することができ、「コーティングする
（ｃｏａｔｅｄ）」という用語は、ポリマーバインダーを繊維表面に塗布する方法を限定
することを意図していない。
【００２７】
　本発明によれば、低クリープ性の不織布帛を製造するためには、このような布帛が、布
帛の総重量を基準として約１０重量％～約８０重量％のバインダーを含むのが好ましく、
約１５重量％～約５０重量％のバインダーを含むのがさらに好ましく、そして約２０重量
％～約４０重量％のバインダーを含むのが最も好ましい。したがって、低クリープ性の不
織布帛は、バインダーを含めた布帛の総重量を基準として約２０重量％～約９０重量％の
繊維を含有するのが好ましく、約５０重量％～約８５重量％の繊維を含有するのがさらに
好ましく、そして約６０重量％～約８０重量％の繊維を含有するのが最も好ましい。
【００２８】
　本発明のヤーンと布帛は、管状構造物（例えば、ホースやパイプ、およびプラスチック
製パイプ構造物の強化用外側スリーブ）を作製する上で特に魅力的である。管状構造物を
作製するために、本発明のヤーンから形成される布帛を狭い幅にカットし、マンドレルに
らせん状に巻き付け、次いで適切な加熱下で（好ましくは加圧下で）硬化させることがで
きる。「狭い幅」とは、布帛構造物が、約１インチ～約２０インチ（２．５４ｃｍ～５０
．８ｃｍ）の、さらに好ましくは約２インチ～約１６インチ（５．０８ｃｍ～４０．６４
ｃｍ）の、そして最も好ましくは約４インチ～約１６インチ（１０．１６ｃｍ～４０．６
４ｃｍ）の幅を有することを意味している。より小さい直径の管状構造物は、一般には、
より幅の狭い布帛複合物から作製される。マンドレルに巻き付けた布帛は、約２２０°Ｆ
～約２８０°Ｆ（約１０４℃～約１３８℃）の温度で約２時間～約２４時間、さらに好ま
しくは約２２０°Ｆ～約２４０°Ｆ（約１０４℃～約１１６℃）の温度で約４時間～約８
時間加熱することができる。圧力は、約１００ｐｓｉ～約１５０ｐｓｉ（約６８９ｋＰａ
～約１０３３．５ｋＰａ）の範囲であってよい。このようにして得られるホースをマンド
レルから取り外す。
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【００２９】
　布帛構造物をマンドレルに巻き付けるときに、それぞれの連続した層が、例えば、所望
する量（例えば、それより前の層の幅の約１５％～約７５％、さらに好ましくは約半分）
だけ前層とオーバーラップしてよい。言うまでもないが、他のオーバーラップ距離（ある
いはオーバーラップ無し）を使用してもよい。布帛構造物をらせん状に巻き付ける場合、
約４０度～約６０度の巻き付け角度が好ましい。管状構造物の最大破裂強さを達成するた
めには、巻き付け角度が約５７度でなければならない。管状構造物においてさらに高い強
さを達成するためには、布帛複合物を、最初にある方向にマンドレルに巻き付け、次いで
反対の方向に巻き付けることによってオーバーラップさせる。こうして得られる管状構造
物は、それだけでパイプ、ホース、または導管として使用することができる。これらの構
造物は柔軟性であるのが好ましい。これらの構造物は、種々の用途（例えば、高圧ガスも
しくは低圧ガスの輸送；ならびに、腐食性化学物質、オイルと他の石油物質、水、および
廃棄物などの輸送）に使用することができる。本発明のハイブリッドヤーンから作製され
る布帛は、種々の化学物質に対する抵抗性が極めて優れている。
【００３０】
　本発明の管状構造物に対する他の用途は、既存のパイプやホースのためのカバーまたは
ライナーとしての用途である。このようなパイプは、金属、プラスチック、または複合物
を試用して作製することができる。繊維ネットワークの耐薬品性により、腐食性化学物質
を含む化学物質の輸送が可能となり、既存のパイプやホースに対する損傷が最小限に抑え
られる。高テナシティのポリオレフィン繊維のカバーを含むパイプ構造物が、２００５年
９月１６日付け出願の同時係属中の米国特許出願第１１／２２８，９３５号（該特許出願
の開示内容を参照により本明細書と矛盾しない範囲で本明細書中に援用する）に開示され
ている。例えば、本発明のヤーンまたは布帛は、パイプの外面に周りにらせん状に巻き付
けることによってパイプに施すことができる。最初に、パイプに本発明の布帛をある方向
に巻き付け、次いで布帛を反対方向に巻き付けることによってオーバーラップさせる。布
帛をパイプに巻き付けるときに、それぞれの連続した層が、例えば、それより前の層と、
該前の層の幅の約１／２だけオーバーラップしてよい。布帛をらせん状に巻き付ける場合
、最大破裂強さを得るためには、約４０度～約６０度の巻き付け角度が好ましく、約５７
度の巻き付け角度が最も好ましい。このような布帛カバーは、パイプの外面に接着せず、
外面に対して自由に移動できるように、単に外面にオーバーレイするのが好ましい。ある
いは、布帛カバーを、適切な接着剤によってパイプの外面に接着することができる。本発
明において使用できる接着剤の例としては、熱可塑性接着剤と熱硬化性接着剤（いずれも
樹脂形態またはキャストフィルム形態）が挙げられる。このような接着剤としては、感圧
接着剤、高伸び率ウレタン、およびフレキシブルエポキシ等がある。
【００３１】
　以下に実施例を挙げて本発明を説明する。
【実施例】
【００３２】
　実施例１
　クリープ破断時間〔すなわち、３Ｋトウの炭素繊維［引張モジュラス＝２２８ＧＰａ（
スペクトラ１０００，１３００デニールが８３重量％；炭素繊維が１７重量％）］と共に
撚り合わせた３つのスペクトラ１０００，１３００繊維トウからなるハイブリッドヤーン
から作製される１．５インチ（３．８１ｃｍ）幅の布帛ストリップである布帛サンプルが
、一定のクリープ荷重（一定の荷重、自由な伸び）下にて破断するのにかかる時間〕を、
ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２の段階的等温試験法（ＳＩＭ）に従って、布帛の極限引張強さの３
０％にて測定した。３Ｋ炭素トウを、組み合わせたスペクトラトウの長さ１インチ当たり
一巻きとなるように撚り合わせた。この布帛ストリップを、９８７ポンド／インチ（１７
６．２８ｋｇ／ｃｍ）の極限引張強さを有するように測定した。サンプルの測定を、ＡＳ
ＴＭ　Ｄ６９９２に従って４４，５００時間継続した。
【００３３】
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　実施例２
　布帛ストリップを４９３．５ポンド／インチ（８８．１４ｋｇ／ｃｍ）にクリープ荷重
を加えたこと以外は、実施例１を繰り返した（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って５０％ＵＴ
Ｓにて測定）。ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って、このサンプルの測定を１１，０７６時間
継続した。
【００３４】
　実施例３
　布帛ストリップを７８９．６ポンド／インチ（１４１．０２ｋｇ／ｃｍ）にクリープ荷
重を加えたこと以外は、実施例１を繰り返した（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って８０％Ｕ
ＴＳにて測定）。ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って、このサンプルの測定を６１５時間継続
した。
【００３５】
　実施例４
　布帛ストリップを８８８．３ポンド／インチ（１５８．６５ｋｇ／ｃｍ）にクリープ荷
重を加えたこと以外は、実施例１を繰り返した（ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って９０％Ｕ
ＴＳにて測定）。ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２に従って、このサンプルの測定を２０９時間継続
した。
【００３６】
　比較例１
　スペクトラ布帛スタイル９７３〔８×８バスケット織り、長さと幅において布帛１イン
チ当たり４８トウのスペクトラ１０００，１３００デニール繊維；ＵＴＳ＝３６５９ポン
ド／インチ（６５３．５ｋｇ／ｃｍ）；コネチカット州スタンフォードのヘクセル社によ
る織り上げ〕の２インチ（５．０８ｃｍ）幅ストリップのクリープ破断時間を、ＡＳＴＭ
　Ｄ６９９２のＳＩＭ法に従って、５０％、８０％、および９０％の布帛の極限引張強さ
の下で測定した。クリープ破断時間は、それぞれ７７時間、２時間、および０．０２時間
であった。
【００３７】
　比較例２
　ケブラー布帛スタイル７０４〔３１×３１、平織りケブラー１２９，８４０デニール繊
維；ＵＴＳ＝９００ポンド／インチ（１６０．７４ｋｇ／ｃｍ）；ヘクセル社による織り
上げ〕の２インチ幅ストリップのクリープ破断時間を、ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２のＳＩＭ法
に従って、５０％、８０％、および９０％の布帛の極限引張強さの下で測定した。クリー
プ破断時間は、それぞれ１３，３００時間、４時間、および０．０２時間であった。
【００３８】
　比較例３
　厚みを通して縫合した、スペクトラ布帛スタイル９７３の層と、５．７６オンス／（ヤ
ード）２の炭素布帛の層とを含む複数プライハイブリッド〔炭素繊維含量２５重量％；Ｕ
ＴＳ＝１５２２ポンド／インチ（２７１．８３ｋｇ）〕の１インチストリップのクリープ
破断時間を、ＡＳＴＭ　Ｄ６９９２のＳＩＭ法に従って、８０％の布帛の極限引張強さの
下で測定した。クリープ破断時間は１時間であった。
【００３９】
　好ましい実施態様に関して本発明を説明してきたが、本発明の要旨を逸脱しない範囲に
おいて種々の変更や修正を行ってよいのは、当業者にとって言うまでもないことである。
特許請求の範囲は、開示した実施態様、上記の代替可能な態様、およびこれらに均等な全
ての態様をカバーすべく解釈するよう意図されている。
【符号の説明】
【００４０】
　１０　ハイブリッドヤーン
　１２　ポリオレフィン繊維
　１４　低クリープ性強化用繊維
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